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教員養成における幾何教育について
礒島伸 †，間下克哉 ‡
†法政大学理工学部経営システム工学科，‡法政大学理工学部電気電子工学科
概要
平成 27年 12月 21日に中央教育審議会答申「これからの学校教育を担う教員の資質能力の向上について」
が公表された．この答申では，別の区分にあった「教科に関する科目」と「各教科の指導法」を合わせて「教
科及び教科の指導法に関する科目」とし，弾力的な運用を行うことが提言されている．一方，大学入学者の学
力低下は教職課程履修者についても起こっていることであり，「教科に関する科目」の単位数の削減 (1991年）
によって「教科の専門的能力の決定的な低下」も問題になっている．数年内に教員免許法の改正が予定されて
おり，中教審答申および近いうちに公表される次期学習指導要領に沿うような，教職課程の科目の検討は急務
の課題である．
法政大学理工学部の教職課程の一部として開講されている「幾何学」(3科目 6単位)および「数学科教育法」
(4科目 8単位)は，複数学科の共同開講である．本稿ではこれらの科目，とくに幾何学について，現行の授業
内容を中教審答申および現行の学習指導要領を参照して，改善のための検討を行う．
1 検討の背景
法政大学・理工学部（以下，理工学部と略す）に
おいて，中学校・高等学校の数学教員免許の取得が
可能である．理工学部で 教員免許を取得するため
には，教職課程の単位 59単位の取得が必要であり，
そのうち 20 単位は教科に関する科目として，「代
数」，「解析」，「幾何」，「コンピュータ」および「確
率・統計」の５分野について指定された科目の履修
が必要である．５分野の過半数を学科の専門科目と
して履修できるようにすることが求められており，
理工学部においても，2015 年度入学者から，それ
まで教職課程の必修科目として開講していた
·解析学 (1) ·解析学 (2) ·解析学 (3)
·代数学 A ·代数学 B ·代数学 C
(各科目２単位)
を廃止して，学科専門科目として開講されている
「応用数学」，「応用解析」等を教職課程の科目とす
る変更を行った．
1 単位を標準的に 45 時間の学習を必要とする内
容をもって構成するという単位制度の趣旨に照らせ
ば，50 数単位を卒業要件外の科目として履修させ
ることに無理があることは明らかである．しかし，
教科に関する科目の必要単位数自体が，1991 年の
教員免許法改定で 40 単位から 20 単位に削減され
ており，教職課程において肝心の数学についての体
系的理解が不十分になっていることへの危機感が
ある．
このような危機意識のもとで，日本数学会の教員
養成大学・学部数学教育懇談会はプロジェクトを立
ち上げ，多くの成果をあげている. そのうちの一つ
(丹羽ら [3]）では以下のように指摘している．
しかしながら、先の教育職員免許法の改訂に
よって、教科専門科目の必修単位が 40単位か
ら 20 単位に減少したことは、授業の工夫だけ
では対応しきれない『教科の専門的能力の決定
的な低下』を惹き起こしている。
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理工学部においても，前述の通り教職課程のカリ
キュラムの解析学（3科目 6単位），代数学 (3科目
6 単位) を廃止したことが，実質的には，教科に関
する教育のさらなる量的な低下を起こしている可能
性が否定できない．
また，平成 27年 12月 21日に公表された中央教
育審議会答申「これからの学校教育を担う教員の資
質能力の向上について」 （[5], 以下，単に「答申」
として引用する）では，
• これからの時代の教員に求められる資質能力
• 教員の養成・採用・研修に関する課題
• 改革の具体的な方向性
が提言された．なお，この答申において，「教員免
許状の取得に必要な単位数は増加させないことを前
提」としつつ，「開放制の原則」が維持されたこと
には，十分に注意を払うべきである．
以下，本稿で重要となる答申中の記述を見てい
く．同答申において科目区分の柔軟性を容認して
例えば, 両者を統合する科目や教科の内容及
び構成に関する科目を設定するなど意欲的な取
組が実施可能となるようにしていくことが重要
であり,「教科に関する科目」と「教職に関する
科目」等の科目区分を撤廃するのが望ましい。
としていることは，新たに与えられた科目編成の自
由度の範囲内で教科の専門的能力の向上を図ること
ができることを意味するものである．一方，同答申
において
（前略）教職課程の科目であることの意識付
けを行い, 各大学の自主的・主体的な判断の下
「教科に関する科目」の中に「教科の内容及び
構成」等の科目を設けて学校教育の教育内容を
踏まえた授業を実施するなど,「教科に関する科
目」と「教科の指導法」の連携を強化する。
としていることにも十分に注意を払うべきである．
新法の枠組みに基づいたカリキュラムの改訂を行う
必要があるが，小手先の改革では教職課程認定を受
けるにあたって問題を生じる可能性もあるものと考
えられる．理工学部における「数学科教育法」の現
行シラバスにおいても，一部，「教科に関する科目」
の内容を含んでいるが，「数学科教育法」と「教科
に関する科目」の連携はあまりなされていない．答
申における上記記述に留意して数学科教育法の内容
の再検討も必要である．
なお，答申で述べられた免許法改正の「見直しの
イメージ」では「教科に関する科目」と「各教科の
指導法」を合わせて「教科及び教科の指導法に関す
る科目」とし，その内容は
イ 教科に関する専門的事項
ロ ■各教科の指導法
(情報機器及び教材の活用を含む。)
(一定の単位数以上修得すること)
とされていて，上記イ，ロを合わせた単位数は中学
校一種で 28 単位, 高等学校一種で 24 単位であり，
現行免許法に基づいて理工学部で開講している
数学科教育法 4科目 8単位
教科に関する科目 「代数」，「解析」，「幾何」，「コ
ンピュータ」および「確率・統計」の 5分野 20
単位
の総単位数と過不足がない．
「教科に関する科目」の５分野のうちの過半数を
学科専門科目で充足する必要があることは前述の通
りであるが，複数学科で共同開講しているのは
幾何学 機械工学科・電気電子工学科・応用情報
工学科・経営システム工学科
代数学 機械工学科学生に電気電子工学科の科目
を開放
である．本稿においては，創生科学科を除く４学科
の共同開講である「幾何学」3科目 6単位を中心と
し数学科教育法 4科目 8単位を合わせた 7科目 14
単位について，科目改訂の検討を行うこととする．
ここで，「幾何学」と「数学科教育法」を検討対象
としたのは，現在，共同開講している教職課程の教
員の議論によって科目内容を答申の趣旨にそって改
訂することが可能な科目であるという理由によるも
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のであり，学科の責任で開講される科目についても
「教職課程の科目であることの意識」をもって科目
の内容の検討を行うべきであろう．
2 教員養成の目標
教職課程の科目の検討を行うためには
(1) 中学校及び高等学校の数学教育の目標
(2) 中学校・高等学校教員がもつべき資質能力
を見直しておくことが必要である．
(1) について，数学科の目標を現行学習指導要領
（平成 24年 4月～）で見ておくと，目標は中・高で
一貫性が図られており，高等学校数学科の目標は
1⃝ 数学的活動を通して
2⃝ 数学における基本的な概念や原理・法則の体系
的な理解を深め
3⃝ 事象を数学的に考察し表現する能力を高め
4⃝ 創造性の基礎を培う (とともに)
5⃝ 数学のよさを認識し
6⃝ それらを積極的に活用して数学的論拠に基づい
て判断する態度を育てる。
とされている．一方，中学校数学科では 2⃝ の「数
学における基本的な概念」が「数量や図形などに関
する基礎的な概念」となるなど，抽象度の低いもの
となっている．
(2) について，本稿の目的である「教科に関する
専門的事項」との関連で，現行の学習指導要領およ
び答申から必要な項目をあげると
(1) 教科や教職に関する専門的知識,
(2) コミュニケーション能力
(3) アクティブ・ラーニングの視点からの授業改善
(4) ICTの活用
(5) 生涯にわたり学びつづけるための基礎的能力
などとなるであろう．浪川 ([2])において，『あるべ
き「数学教員」の姿』としてMogens Niss氏による
論考が引用されているが，Niss の 3 要件の一つで
ある
教師は、彼等自身、生徒に期待されているあ
らゆる学習活動を行えなければならない。言い
換えれば教師は、生徒に身に付けさせようとし
ている (数学的) 能力を最低限持っていなけれ
ばならない。
は，上記の 5項目の養成を目指す「教科に関する専
門的事項」の指導において重視すべき方向性と考え
られる．
3 数学教員養成における「幾何学」分野
の重要性
教科に関する科目の区分の中で，とくに高等学校
で学ぶ数学において「幾何」は，相対的に重用な分
野となっている．平成 21年に公示された高等学校
学習指導要領における数学の科目構成「数学 I」,「数
学 II」,「数学 III」,「数学 A」,「数学 B」で，「幾
何」の内容を含む単元に※を付けて示すと以下の通
りである．
数学 I　（３単位）
※ 1⃝ 数と式
※ 2⃝ 図形と計量
　 3⃝ 二次関数
　 4⃝ データの分析
数学 A　（２単位　単元選択）
　 1⃝ 場合の数と確率
　 2⃝ 整数の性質
※ 3⃝ 図形の性質
数学 II　（４単位）
　 1⃝ いろいろな式
※ 2⃝ 図形と方程式
　 3⃝ 指数関数・対数関数
※ 4⃝ 三角関数
※ 5⃝ 微分・積分の考え
数学 III　（５単位）
※ 1⃝ 平面上の曲線と複素数平面
　 2⃝ 極限
※ 3⃝ 微分法
※ 4⃝ 積分法
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数学 B　（２単位　単元選択）
　 1⃝ 確率分布と統計的な推測
　 2⃝ 数列
※ 3⃝ ベクトル
このように幾何に関連する単元は多く，「幾何」の
重要性が見てとれる．これらの単元に関連する内容
は，教職科目の「幾何学」でも扱うべきであろう．
ここで，理工学部における「幾何」の習熟度を分
析しておく．理工学部においては，入学直後に高等
学校の科目の理解度を確認するためのプレースメン
トテストを実施しているが，とくに
• 平面図形，三角比と三角関数
• 複素数と方程式，図形と方程式
において得点が低い傾向が見られる．これらの分野
はいずれも，教科に関する科目の区分では「幾何」
に含まれる．これは入学者全員の成績であるが，教
職課程履修者に限っても同様の傾向を示すものと考
えられ，教職課程を履修する学生に対して，高等学
校で学習する内容について学び直しの機会を提供す
ることが必要となっている．後述するが，現行シラ
バスの「幾何学 A」で，高等学校の内容を学び直す
機会となるような対策を行っている．
4 教員養成における幾何学の科目設計
以上述べてきたことをもとに，教職課程の幾何学
の科目構成および内容について考える．
本稿執筆時点において，教員免許法の改正につい
ては，答申によって方向性を知ることができるのみ
である．教科に関する科目と教科教育法が一括りに
されるようではあるが，正確な単位数等が不明であ
る．また，現行法にある「教科に関する科目」の５
区分の扱いがどのようになるかも不明であり，現時
点においては，新法のもとで導入されるであろう
「教科及び教科の指導法に関する科目」のうちの 7
科目 14 単位の再構成を目的として，とくに「幾何
学」分野で教えるべき内容を再検討するに止めてお
くこととする．ただし，答申で求められている「情
報機器及び教材の活用」や「アクティブ・ラーニン
グの視点」の導入を念頭に置いておく必要がある．
4.1 現行カリキュラムにおける「幾何学」
現行カリキュラムでの科目構成と目標を簡略化し
てまとめると以下の通りである．
幾何学 A 平面および空間内の図形の性質を調べる
様々な方法を学び直し，深い理解と高度な運用
能力を身につける．
幾何学 B ユークリッドの平面幾何学の展開される
様子を学んで，数学の公理系の意味，議論の方
法，理論の展開の仕方を学ぶ．さらに，公理系
を見直すことによって，異なる理論の展開が可
能であることも学ぶ．「距離空間とその位相」
の知識を習得することも目的とする。
幾何学 C 曲線論の基本的な事柄について学び，カ
ルタンの動枠の考え方を理解する．曲面の基本
量，曲率等の基本事項を理解した後，平坦な曲
面や極小曲面の初歩についても学ぶ．
ここで，幾何学 A が高等学校数学科，幾何学 B
が中学校数学科の教科内容との関連性が高いのは，
教職課程を履修する学生の学力の変化に対応した科
目内容の変更を行った結果であることに注意してお
く．教職課程の科目は，時間割上の問題から，必ず
しも A，B，Cの順に履修されるとはかぎらず，例え
ば幾何学 Aと幾何学 Bの内容をそっくり交換する
ことは，同一内容を異なる科目名で履修する学生が
出てくることが予想されることから不可能である．
4.2 基本的な考え方
数学教員養成のための「教科に関する科目」の講
義内容を検討したものとして，丹羽らによる [4]が
ある．この中で，「幾何学」分野で扱うべき単元と
して
初等幾何
解析幾何
いろいろな変換
距離と位相
位相幾何
微分幾何
組合せ幾何
4
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が挙げられている．[4] は日本数学会の教員養成大
学・学部数学教員懇談会での議論を出発点とするも
のであり，理工学部の教員養成にそのままの形で
当てはめることは不可能であるが，大いに参考に
なる．
現行の「幾何学」の講義内容は，理工学部の実情
に合わせて幾何の重要な単元を取り出し，また，前
述したように教職課程を履修する学生であっても，
高等学校の数学についての学力不足を補うことを目
的とした変更を行った結果である．実際，扱われる
内容は上記単元群の一部になっており，基本的な構
成としては，現行の科目内容を踏襲することで問題
はないであろうと考えられる．
4.3 集合と論理
3節において，数学 Iの 1⃝「数と式」を，教職課
程の「幾何」分野で扱うべき内容とした．その理由
を述べておく必要があろう．
数学 Iの「数と式」では，式の展開と因数分解等
に加えて「集合と論理」を扱うことになった．現実
的な問題として，入学試験に出題しにくい分野であ
るという事情に起因するものと思われるが，大学入
学者の「集合と論理」に関する理解は低いレベルに
止まっている．
中学校学習指導要領の「B.図形」の領域において
図形に対する直観的な見方や考え方及び図形
の性質を数学的な推論の方法によって考察す
る過程を通して養われる論理的な見方や考え
方は, 中学校数学科に限らず, いろいろな分野
での学習において重要な役割を果たすものであ
り, 論理的に考察し表現する能力を一層伸ばす
こと。
とされており，現行の教科に関する科目でも，論理
の指導を行うのに適切な科目が見当たらないことか
ら「幾何学」において指導するのが適当である．
5 幾何学の講義内容
以上を踏まえて，「幾何学 A」，「幾何学 B」，「幾
何学 C」の講義内容を考える．前述したとおり，現
行科目の授業内容から大幅な変更が必要であるとは
考えられない．また，カリキュラム移行における技
術的な問題を考えれば，授業内容の大幅な変更でな
く，科目間での内容の組み換えと一部の変更で対応
することも重要なことである．
以下に示す変更案は，それぞれの科目の現行の授
業内容を踏襲する部分が多いが，答申や学習指導
要領で要求される事柄に十分に応えうるものと考
える．
5.1 幾何学 A
この科目は，高等学校で学習する内容を学び直す
とともに，個々の項目の関連性まで理解して，現行
の学習指導要領にある「学年間や学校段階間で内容
の一部を重複させて, 発達や学年の段階に応じた反
復 (スパイラル)による教育課程を編成」できるよう
な能力の養成をも目指すものである．具体的には以
下の内容を扱う．
• 直線と平面の方程式
• 平面および空間の一次変換
• 複素数平面の幾何学
• 二次曲線の性質
• 二次曲線の分類
• 二次曲面の分類
5.2 幾何学 B
この科目は，中学校で指導する幾何学分野を指導
するために必要な，初等幾何の知識・技能の拡充を
図るためのものであり，例えば小平 ([1])のような内
容を想定している．また，半分程度の時間を，折り
紙による幾何学や，図形描画ソフトである geogebra
の実習およびそれらの発表を行わせることによっ
て，「情報機器及び教材の活用」を含む「教科の指
導法」の要素を含めるものである．具体的には以下
の内容を扱う．
• ユークリッドの幾何学原論について
• 幾何学の公理的な構成
• 折り紙による正多角形の作図
• geogebraを用いた作図
• プレゼンテーション
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5.3 幾何学 C
この科目は，初等微分幾何を扱うものである．こ
こで，初等微分幾何を扱うのは，微積分および線形
代数学を幾何学に応用することにより，微積分や線
形代数学の習熟を図るとともに幾何学 A でも意図
した「反復 (スパイラル)による教育課程」を考える
能力も養うことを目的としてのことである．具体的
には以下の内容を扱う．
• アフィン空間
• アフィン座標とアフィン変換
• 種々の曲線（極方程式，媒介変数表示）
• 曲線の長さ
• 平面曲線の接触位数と曲率
• 平面曲線の孤長と曲率
• 種々の曲面
• 曲面の第一基本量と曲面積
5.4 その他
ここまでで，「幾何学」3科目の内容は相当な分量
となっている．4.3 小節で述べた「集合と論理」に
ついては，数学科教育法 4科目のうち 1科目を充て
て扱うのが適当と考えられる．その詳細，及び残り
3科目の検討内容については別の機会としたい．
6 結語
理工学部の教育目的として
時代の先端技術に常に対応できる専門基盤技
術を身につけ、高度な「ものづくり」に携わる
ことができる人材、持続可能な社会の発展に貢
献できる創造性豊かで幅広い教養と国際性を身
につけた自立性のある技術者・研究者の育成
がある．数量や図形に関する知識とその活用は，も
のづくりの重要な基礎である．この観点からも，理
工学部における教職課程のカリキュラムにおける幾
何学の位置づけの検討は重要である．既に述べたと
おり，『教科の専門的能力の決定的な低下』が起こっ
ているが，「教員免許状の取得に必要な単位数は増
加させないこと」を前提とする中で「開放制の原則」
が維持されたことには，再度，注意しておく必要が
あろう．開放制の原則は教員組織の多様性のために
重要であり，理工学部の教育目標との整合性を高め
る方向で教職課程の科目の再検討を行うことは，理
工学部において教員養成を行うことの価値を高める
ことにつながるものである．
本稿では，現行の教職課程の科目のうち幾何学（3
科目 6単位）について講義内容の変更の方向性につ
いての検討を行った．教職課程の科目を，新免許法
に対応可能な科目として再構築する作業は数学担当
教員の仕事であるが，「教科に関する科目」に指定
されている各学科の専門科目においても，中学校・
高等学校の数学で重視されている「数学的活動」に
直結する要素が多いと考えられ，教職課程を設置す
る学科の多くの教員がこの点についての意識を高め
ることが期待される．
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